



女性の雇用者については､ 年に 万人､ 年には 万人､
	年には､ 	万人､ 	年には		万人となり､ 女性の職域が拡大す
るとともに女性の労働力率は､ 徐々に上昇してきた｡ しかし､ 結婚､ 出産と子
















猿 爪 雅 治
森 ()､ 宇南山 () がある｡ さらに､ 安部・近藤・森 () は､ 学
歴分布､ 男性所得､ 男女間賃金比､ 三世代同居率が女性就業の地域差とどのよ




















また､ 安部・近藤・森 () は､ 女性の就業行動には極めて大きな地域差




は､ 東京を除く首都圏県の倍程度で､ 単純な集計からは､ 女性就業の高い
県で男女間の賃金格差が小さいという傾向は観察されないことが述べられてい
る｡ また､ 労働供給にかかわる要因として男女間賃金比､ 男性所得､ 年齢階級
別の学歴分布､ 三世代同居率に限定し､ これらのデータを用いた回帰分析をし
た結果､ 男女間賃金比が高いことが女性の正規雇用就業率を高める傾向はみら
れず､ 男性所得が高いことは､ 女性の正規雇用就業率を下げる傾向にあり､ 男
性雇用者年収が％上昇すると女性の正規雇用就業率が	％程度低下するこ
とが推計されている｡
また､ 宇南山 () は､ 結婚経験率､ 結婚・出産による離職率､ 労働力率






) は､ 賃金や所得の影響を重視しているが､ 猿爪
() は女性の働く環境を重視し､ 経済的変数のみならず住環境や育児環境
に関する変数を使用し分析している｡ 女性の労働力率に与える要因として､ 
人当たり県民雇用者報酬､ 持家比率､ 世帯当たり保育所､ 三世代世帯比率､ 通
勤・通学時間､ 現金給与､ 世帯当たり管理的職業女性を考え､ このつの変数
を使用し､ 標準回帰分析を試み､ その結果､ 世帯当たりの女性就業率に最も
影響しているのは､ プラスに世帯当たり女性管理職比率､ 世代世帯比率､ 
人当たり県民雇用者報酬､ 世帯当たり保育所の順であることが分かった｡
つぎに､ 上記つの変数にもとづいて女性の労働力に関する都道府県別 (以





主成分分析の結果は､ 表､ 表､ 図に示されている｡
表の寄与率から､ 第主成分では､ 全体の約％を説明している｡ 第
主成分は､ 全体の約％を説明､ 第主成分では､ 全体の約％を説明して
いる｡




注) は第主成分のプラス､ は第主成分のマイナス､ は第主成分のプラス､ は第
主成分のマイナス､ は第主成分のプラス､ は第主成分のマイナス､ は特徴の
ない (－＜主成分負荷量＜) 自治体をそれぞれ示している｡





変数 第主成分 第主成分 第主成分
人当たり県民雇用者報酬   
持家比率 －  
世帯当たり保育所 －	 	 	
世代世帯比率 －
  






寄与率 (％) 	 
 	





都道府県 第 主成分 第 主成分 第 主成分 クラスター 都道府県 第 主成分 第 主成分 第 主成分 クラスター
北海道 	  －	  滋賀県 － － 	 
青森県 －  －	  京都府  	 － 
岩手県 －	  －	  大阪府   －	 
宮城県 

    兵庫県  	  
秋田県 － －	   奈良県 
 	  
山形県 － 
   和歌山県 － －  
福島県 － 
 
  鳥取県 － 
 － 
茨城県 	 －   島根県 －		  － 
栃木県 	    岡山県 	 －
  
群馬県 －    広島県  －
 －		 
埼玉県  －
 	 	 山口県   － 
千葉県  －	   徳島県 －	  －		 
東京都  
	 
  香川県   －
 
神奈川県  － 

  愛媛県 － －	 － 	
新潟県 － － 





   福岡県   － 
石川県 － － 









 －  熊本県 － 
 － 
長野県 －
    大分県 －

 － － 
岐阜県 － 	   宮崎県 － － －	
 
静岡県 － － 

  鹿児島県 －	 －	 － 	
愛知県  	 －  沖縄県  －	 －	 	





間､ 現金給与がそれぞれプラスに作用し､ これに強く関わっている地域は､ 千
葉県､ 東京都､ 神奈川県､ 京都府､ 大阪府､ 兵庫県など大都市圏の地域に見ら
れる｡
一方､ マイナスに強く作用している変数は､ 持家比率､ 世帯当たり保育所､
世代世帯比率である｡ これに強く関わっている地域は､ 青森県､ 秋田県､ 山





雇用データと観光データ (表) を使用し､ 主成分分析に応用した｡
分析結果は､ 表､ 表の通りである｡ 表の主成分負荷量の第主成分は､
全体の約％を説明しており､ 第主成分は､ 全体の約％を説明､ 第主














変 数 第主成分 第主成分 第主成分 第主成分 第主成分
人当たり県民雇用者報酬    	 
通勤・通学時間   － 
 
男性 (現金給与)   	  
女性 (現金給与) 	 
	   

総数 (女性従業員)   －	 
 －	
女性管理者比率  －	 	 － －
男 (月平均労働) －
 －   

女 (月平均労働) －
 － 	 	 －

北海道  －
 － 	 

東北 －
  －		 
 －
関東 － 
 －  	
甲信越 － 	 －  －
東海    － 
北陸 －    －





四国 	 － 	 － 	
九州・沖縄  － － － －
列車     －
自家用車 －   － －
レンタカー  － － － 
バス・貸切バス  － 
  
タクシー・ハイヤー  －	   －

移動しなかった －  －	 －
 －
周遊観光 － －
   

ゆったり過ごす －	  －
	 － 




  － －




グルメ旅行 － －	 	 －	 －




   	
わいわい過ごす  
 －	  －	
平均宿泊数 




 － 	 
幼児連れの家族旅行  	 －
 － 	
小学生連れの家族旅行 －  － － 
大人の親子旅行 － － － － －	
世代の家族旅行 －
   －
 
夫婦旅行  － －
 － －
	




子育て後の友人旅行 － － 	  

ひとり旅  －   －
ホテル  － － － 
旅館 － －	  － －
民宿など － 
 －  
キャンプ － －   
別荘など －   	 
	
注) 太字の数字は､ 絶対値が以上のものを示す｡
表には､ 雇用データと観光データを示しており､ 旅行者の居住地をの地域に分類｡ 旅行交通手段､ 旅行タイプ､
同行タイプ､ 宿泊施設を示している｡ これは､ 日本交通公社 () による｡
雇用データと旅行者の居住地､ その他の観光データに横線を引いているのは､ データを見やすくするため｡
特性は､ ｢都市型観光｣ と言える｡
主成分得点 (表) からプラスに強く関わっている地域は､ 東京都､ 愛知県､
京都府､ 大阪府､ 広島県､ 福岡県などの都市圏である｡ 一方､ マイナスに強く
関わっている地域は､ 岩手県､ 山形県､ 福島県､ 群馬県､ 福井県､ 長野県､ 岐
阜県､ 鳥取県である｡
第主成分：この主成分は､ 全体の約％を説明している｡ 主成分負荷量





は､ レンタカー､ バス・貸切バスを利用する比率､ 宿泊数､ 旅行費用は､ 相対
的に低い｡
主成分得点 (表) からプラスに強く関わっている地域は､ 栃木県､ 千葉県､
神奈川県､ 山梨県､ 静岡県である｡ 一方､ マイナスに強く関わっている地域は､











注) 上記変数のうち雇用関係データは､ 年､ 年の県民経済計算､
年､ 年の就業構造基本調査､ 	年､ 年の社会生
活基本調査､ 年､ 年の毎月勤労統計調査を使用している｡






都道府県 第主成分 第主成分 第主成分 第主成分 第主成分
北 海 道  － － 	 －
青 森 県 －
	 － －  －		




宮 城 県 
  － 
 －
秋 田 県 － －	 － 		 －




 －  －
福 島 県 －	  －	
  －
茨 城 県 －  －  
栃 木 県 －	 
 －
 －	 




埼 玉 県 


  －  －	
千 葉 県   － －			 
東 京 都  	  		 －

神奈川県  		 － － －
新 潟 県 － 	 －  

富 山 県 －
 － 	  

石 川 県 －
	 －	   －
福 井 県 －			 
 
	 － －
山 梨 県 － 
 －
	  
長 野 県 －  －  
岐 阜 県 －   
 

静 岡 県 － 
 －
 －	 －		
愛 知 県 	 
 
  
三 重 県 －	 
 		 － 


滋 賀 県 －    
	
京 都 府  － 	  －

大 阪 府  	
  －	
 －	
兵 庫 県   	 －	 －	

奈 良 県 	
 －  	 	
和歌山県 －	  
 －
 





島 根 県 －	 － 		 － 

岡 山 県  － 	 － 

広 島 県  －	 	  
山 口 県 － －	  －	 

徳 島 県  －	 		
 － 	
香 川 県  －  － 
愛 媛 県 	 － 	 － －	
高 知 県  － 
 
 	




佐 賀 県 －	 － －
 －	 －	

長 崎 県 	 －  － －	
熊 本 県 － －	 －
 － －

大 分 県 －	 － －	 － －

宮 崎 県  －	 －  
鹿児島県 － －	 － － 

	




(表) から男性と女性の給与に差はないが､ 男性の給与がやや高い｡ この地
域には､ 東海､ 北陸､ 近畿地方からの観光客が多く､ グルメ旅行が目的で､ 子
育て後の友人との旅行の比率が相対的に高い｡ 逆にマイナスに作用している変
数は､ レンタカーの利用､ 宿泊数､ 旅行費用､ 幼児連れの家族旅行である｡
この特性を強く表している地域は､ 福井県､ 石川県､ 岐阜県､ 三重県､ 兵庫
県､ 鳥取県､ 山口県､ 愛媛県､ 高知県である｡ 一方､ マイナスに強く関わって
いる地域は､ 北海道､ 秋田県､ 沖縄県である｡
第主成分：この主成分は､ 全体の約％を説明している｡ 主成分負荷量
(表) から女性管理者比率が相対的に低い｡ この地域には､ 東北､ 関東､ 甲
信越からの観光客が多く､ 民宿､ キャンプを利用し､ 自然を楽しむ子育て後の
夫婦やひとり旅が相対的に多いと言える｡ 逆にマイナスに作用している変数は､
テーマ・パーク､ 幼児連れ､ 小学生連れの家族旅行である｡
主成分得点 (表) からプラスに強く関わっている地域は､ 茨城県､ 埼玉県､
富山県､ 奈良県である｡ 一方､ マイナスに強く関わっている地域は､ 三重県､
和歌山県､ 香川県､ 熊本県､ 大分県である｡
第主成分：この主成分は､ 全体の約％を説明している｡ 主成分負荷量
(表) から特に強く作用している変数はないが､ 女性に関わる変数は相対的
に低いと言える｡ この地域には､ 近畿地方からの観光客が相対的に多く､ 自然
を楽しみ､ 家族旅行で､ 民宿､ 別荘を利用し､ ゆったりとくつろぐことが観光
目的と言える｡ 逆にマイナスに作用している変数は､ 東北､ 九州・沖縄からの
観光客は､ 相対的に少なく､ 温泉目的や夫婦旅行で旅館を利用することが相対
的に低いと言える｡
この特性をプラスに強く関わっている地域は､ 滋賀県､ 和歌山県､ 香川県､
岡山県､ 沖縄県である｡ 一方､ マイナスに強く関わっている地域は､ 宮城県､
















プラスに強く関わっているのは､ 大都市圏の東京都､ 京都府､ 大阪府であり､
これらの都市は､ 都市化されていることから都市型観光都市と言える｡ 一方､
持家比率､ 世帯当たり保育所､ 世代世帯比率がマイナスに強く関わっている








が高く､ 女性が活躍する地域として注目に値し､ 研究しているが､ 福井県の観
――
表 女性雇用主成分分析と男女間の雇用差と観光データ主成分分析の整理
都市型観光 非都市型タイプ  非都市型タイプ  非都市型タイプ  非都市型タイプ 




















































に基づいて筆者が作成｡ 全国の女性雇用特性の主成分結果は､ 猿爪 () ｢女性の働
きやすさに関する研究｣ 『経営総合科学』 第号､ を使用している｡
表では､ 雇用特性と観光データの関係性を表現するため ｢都市型観光｣ と ｢非都市型観

























日帰り 宿 泊 日帰り 宿 泊
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  	 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 		
年   	 	 	
	年  
   
年   	 
 
資料出所：年月報告 社団法人 中小企業診断協会福井県支部 ｢福井県内観光産業
の活性化に向けた調査研究 ～あわら市､ 勝山市に向けた提案～｣ による｡
関西地区からの入込客が増加して､ 中京地区からの入込客が減少している｡
これは､ 舞鶴若狭自動車道の小浜西までの開通で関西地区からの入込客が















年 	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日帰り 	 － 	 

宿 泊 	 	 	 	
県外客
日帰り 	 － 	 	

宿 泊 	 
	 	 	
注) 上記データについては､ 年観光動向調査基礎資料を参照｡
なお､ その他入場料には､ 昼食代､ 域内交通費を含む｡














その結果､ 大都市圏は､ 人当たり県民雇用者報酬､ 男性､ 女性の給与が比







合計日帰り 宿 泊 日帰り 宿 泊
	年    	  
年      
年      	
年
















分分析結果の通り､ 福井県は､ 都市型観光に強くマイナスに作用し､ 近郊から
の観光客が多い地域である｡









さと百景｣ を選定し､ 観光資源に活用していく動きがある｡ こうした動きと










 使用しているデータは､ 年総務省 ｢就業構造基本調査｣ である｡ ここで言う ｢無




 安部・近藤・森 () では､ 正規雇用に対象を絞っている｡ その理由として､ 第一に
都道府県×年齢階級別の賃金データを使用しているが､ 公表されている範囲では賃金セン
サスの一般労働者 (フルタイム労働者) について得られること､ 第二に無業からパート雇
用就業への参入は多く行われる反面､ 無業から正規雇用就業への就業は困難とされている
ことから､ 正規雇用就業率に注目し分析している｡
 (独) 経済産業研究所におけるプロジェクト ｢少子高齢化のもとでの経済成長｣ の一環








	 女性就業の地域的側面に着目した研究としては､ 武石 () がある｡





) がある｡ また､ 日本のマイクロデータを用いた女性
の就業選択の実証分析では､  (
)､ 阿部 () があるが､ こ
れらは都市部に居住しているかそれ以外かといった形をとっている｡
 共働き率と出生率で全国平均を上回る北陸三県において､ 幸福度も世帯収入も高い秘密
を探った書籍として藤吉雅春 () 『福井モデル』 がある｡ また､ 福井県の雇用状況に
ついての先行研究としては､ 服部茂幸 () ｢福井県の雇用状況はなぜよいのか｣ 『東ア
ジアの地域経済』 福井県立大学編がある｡
 内発的発展を支える企業群として､ 長浜・敦賀のヤンマー､ 敦賀セメント､ 武生の信越
化学､ 村田製作所､ 鯖江の増永眼鏡､ 福井の三谷商事､ セーレン､ 大聖寺の大同工業､ 小
松のコマニー､ 小松キャビネット､ 小松精錬､ 松任の石川製作所､ 津田駒工業､ ニットー､
金沢の石野機械製作所､ アイ・オー・データ機器､ ハチバン､ 能登の､ 和倉温泉加
男女間の雇用の差による観光動向の特徴
――
賀屋､ スギヨ､ 石動のゴールドウィン､ 大建工業､ 高岡の三協立山､ トナミホールディン
グス､ 富山の富山化学､ インテック､ 光岡自動車､ 魚津のスギノマシン､ 直江津のブルボ
ンをとりあげ北陸企業めぐりの旅を推奨している｡
 福井県では､ ｢ふるさと納税｣ や ｢ふるさと帰住｣､ ｢ふるさと知事ネットワーク｣ など
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